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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

（１） 指摘事項 … 該当なし 

（２） 監査意見  

監 査 意 見           処  理  状  況  等 

県内出身大学生のＵターン促進について（

とっとり暮らし支援課及び就業支援課） 

 

県内出身大学生のＵターン促進について、

関西圏では大学との連携により、大学との包

括協定や県内就職支援協定の締結に至ってお

り、学生に県内企業や仕事などに関する情報

を積極的に伝えることができるようになり、

Ｕターン就職率も上昇するなど成果が上がっ

てきているところである。 

一方、比較的県内出身者の多い他地域の大

学に対しては、昨年度からふるさと鳥取県定

住機構とともに、大学のキャリアセンター等

の訪問などの取組みは行われているが、関西

圏のように協定締結による大学と密接に連携

した取組みは行われていない。 

ついては、将来のＵターンに繋げるため、

関西圏以外の地域においても、県外へ進学し

た大学生へ県内での仕事や暮らし、出来事な

どの情報を積極的に伝えるとともに、協定締

結も視野に大学との連携を深める取組みを推

進されたい。 

関西圏域以外へ進学した大学生等の保護者に

対しても、県内企業の就職関連情報（企業紹介フ

ェア等のイベント情報、奨学金返還助成のチラシ

等）の送付に加え、ＳＮＳを活用した情報発信の

強化（とっとり暮らし支援課：平成２７年９月補

正）の取組を開始したほか、大学生等を対象とし

た企業紹介フェアを実施しているところである。 

 平成２８年度から新たに、県内の企業で活躍す

る若手社員を「とっとり就活サポーター」に任命

しており、大学等へ直接出向き、自らの就活体験

をもとに、鳥取県に就職したらわかる仕事のやり

がいや暮らしの魅力を学生に伝え、学生同士での

情報の拡散や、学生の県内就職を促進している。 

また、県外の学生に向けて、鳥取県や県内企業

の情報及び時間のゆとり、子育て環境、家計面で

の魅力、先輩社員の声などを紹介しながら、鳥取

県で働くことの魅力を感じてもらえるパンフレ

ットや電子媒体による情報発信を強化する。 

 なお、大学との就職協定については、ふるさと

鳥取県定住機構と連携を図りながら、中国地方や

首都圏の大学との協定締結を視野に大学との連

携を深める取組を行う。  

 

（３） 決算審査意見 … 該当なし 

 
 
２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 … 該当なし 
 

 

３ 組織及び業務調べ 

課 名       係 (担 当 )名       課 の 主 な 所 掌 事 務              

とっとり暮ら

し支援課 

中山間・まちなか振興担

当 

○過疎・中山間地域等の地域振興に関すること 

○まちなかの過疎対策及び振興に関すること 

○県外からの移住定住の促進に関すること 移住定住促進担当 
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４ 職員の定員、現員調べ                                                                          

         種 別 

  

 区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 備      考 

 

 

28.4.1 

現 在 

27.4.1 

現 在 

28.4.1 

現 在 

27.4.1 

現 在 

28.4.1 

現 在 

27.4.1 

現 在 

28.4.1 

現 在 

27.4.1 

現 在 

定   員 １１  ９  １  ２  ０  ０ １２ １１ うち派遣３ 

現   員 １１ １０  １  １  ０  ０ １２ １１ うち派遣３ 

(派遣先:鳥取県ふるさ

と定住機構2、島根県中

山間地域研究ｾﾝﾀｰ1) 

過不足(△)
 

０  １  ０ △１  ０  ０  ０  ０  

臨時職員 ０  ０  ０  ０  ０  ０  ０  ０  

非常勤職員
 

 １  １  ０  ０  ０  ０  １  １ 職種：事務１ 

 

５ 役付職員の調べ                                               （平成２８年７月１日現在） 

職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考 

課長 齋尾 安広  年 ３ 月  

課長補佐 澤米 渉   ３   

課長補佐 野坂 明正    ３   

課長補佐 福本 哲也    ３   

課長補佐 中田 達彦   ３  （２年８月） 

課長補佐 葉狩 理子   ３  ふるさと鳥取県定住機構派遣 

課長補佐 川上 宏  １ ３  島根県中山間地域研究センター

派遣 
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６ 主な事業に関する調べ 

事  業  名 概 要                           

若者定住等による集

落活性化総合対策事

業 

 

 

決算額 

33,806 千円 

 

（財源内訳） 

一般財源 

3,815千円 

繰入金（とっとり支

え愛基金繰入金） 

29,991千円 

 

 

○将来ビジョン 

Ⅱ つなげる 

（４）中山間地域の住民

生活の安全・安心を確保

した「持続可能な地域づ

くり」 

 

○政策項目 

改革と絆で元気に 

暮らしを支える小さ

な拠点づくりや地域

の実情に応じた生活

交通モデル構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

小規模高齢化集落の限界化に歯止めをかけ、将来に向けてその解消を図るため、

将来の集落を担う新たな人材とされる移住者を確保し、小規模高齢化集落を含む地

域が一体となって行う地域の保全、地域活性化に向けた取組について、市町村等と

連携して総合的かつ重点的に支援する。（市町村への間接補助金の交付） 

（イ）事業の実施状況 

○若者定住による集落活性化総合対策事業（市町村負担額の2/3を助成） 

・移住者生活支援：小規模高齢化集落に新たに居住し、地域活性化の取組を行う者 

に対する奨励金。（最大３年間） 

・住宅取得等支援：小規模高齢化集落等に居住する移住者への住宅取得等支援。 

・地域活性化活動支援：移住者が取り組む地域活性化活動に要する経費を支援。 

・地域維持活動・活性化支援：集落の活性化に向けた取組に対する補助率の嵩上げ。 

 市町村 主な取り組み 

智頭町 

２集落で事業実施（３世帯３名） 

H27 新規移住者の取組（１世帯１名） 

・織物の技術を持つ移住者が、住宅を改修し麻を使った織物教

室等を開催。 

倉吉市 

２集落で事業実施（H27 新規・３世帯３名） 

・Ａ集落では金継ぎ職人である移住者が、改修した住宅で漆と

金継ぎの教室を開催。 

・Ｂ集落では集落内の企業に雇用されている従業員２名が、集

落に住宅を新築して定住。 

八頭町 

１集落で事業実施（H27 新規・１世帯１名） 

・移住者は元地域おこし協力隊。地域内の空き家を住居に改修。

卒業後も地域に定住し、地域活動を実施。 

江府町 

３集落で事業実施（４世帯８名） 

H27 新規移住者の取組（１世帯１名） 

・就農による自立を目指す。町内の若手とグループをつくり有

機農法の勉強会等を実施している。 

集落が取り組む集落営農等に対して補助率の嵩上げを実施。

計 
１１世帯１５名 補助金支給額合計 33,212 千円 

（うちＨ27新規移住者に対する支援：18,732 千円） 

○小規模高齢化集落応援事業（定額 300 千円助成） 地方機関執行３件（594 千円） 
 
イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点  

特になし 
 
ウ 成果 

  平成２７年度は５集落で新規事業を開始、新たに６名が移住した。（内訳：倉吉

市３名、智頭町、八頭町、江府町それぞれ１名） 

平成２５年度の事業開始以来、１２集落が取り組み、１６世帯３４人の移住者を

受け入れている。 

  集落の住民からは「総事に真っ先に出てきて、力仕事をやってくれて助かってい

る」「集落施設の清掃や維持管理などに若い人の力が加わったことにより、集落を

維持していける目処が立った」等の声が寄せられている。 
 
エ 課題 

  市町村と連携して取組集落を増やすとともに、移住者と地元住民が共に行う地域

の保全や活性化の取組を推進する必要がある。 
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事  業  名 概 要                           

中山間集落見守り活

動支援事業 

 

 決算額 

   568 千円 

 

（財源内訳） 

一般財源 

462千円 

繰入金（とっとり支え

愛基金繰入金） 

106千円 

 

○将来ビジョン 

Ⅱ つなげる 

(４)中山間地域の住

民生活の安全・安心を

確保した「持続可能な

地域づくり」 

 

○政策項目 

改革と絆で元気に 

支え愛活動や見守

り運動の充実によ

り、絆を生かした安

心のコミュニティ

づくり 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

中山間地域等で事業活動を行っている事業者と、市町村及び県との間において、

高齢者等の見守り活動を行うための協定を結び、住民の日常生活の異常を早期発見

する体制を整備し、安全で安心して生活できる地域づくりを推進する。 

 

（イ）事業の実施状況 

事業者への事業紹介、参加申込み事業者と市町村とのマッチングを行うなどによ

り、平成２７年度は２事業者と協定を締結し、全体で５９事業者となった。 

 

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

特になし 

 

ウ 成 果  

・平成２７年度は２事業者と協定を締結し、平成２０年度からの累計は５９事業者となった。 

・通常の見守りに加え、熱中症予防や交通事故防止のチラシを住民に配布するなど、地域の

安全づくりに貢献している。 

＜協定締結状況（平成２７年度実績）＞   

締結日 事業者名（業種） 対象市町村 

１２月２２日 明治安田生命保険相互

会社山陰支社 

県内全市町村 

１２月２２日 ワタミ（株） 鳥取市・米子市・倉吉市・境港市・

岩美町・三朝町・湯梨浜町・北栄町・

日吉津村 

 

エ 課 題 

 ・引き続き協定締結事業者の拡大と、継続性を高めていく必要がある。 

みんなで支え合う中

山間地域づくり総合

支援事業 

 

決算額 

    9,531千円 

 

（財源内訳） 

一般財源 

6,971千円 

繰入金（とっとり支え

愛基金繰入金） 

2,560千円 

 

○将来ビジョン 

Ⅱ つなげる 

（４）中山間地域の住民

生活の安全・安心を確保

した「持続可能な地域づ

くり」 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

過疎化・高齢化が進行する中山間地域等において生活する人々が、安心して暮らせるような

生活サービスや支え合いの仕組みづくりなどの取組を支援するとともに、集落機能の低下など

により活力の低下が危惧される地域において、広域的な地域運営組織づくりや、地域活性化の

取組を行う団体等を支援することを目的として補助金を交付する。 

 

（イ）事業の実施状況  

○買い物支援事業   

■移動販売車運営費助成（地方機関執行、13件） 

  移動販売車の運営費（燃料代、車検代等）の1/2助成 

○安心して暮らす生活環境づくり支援事業（地方機関執行、2件） 

 自然災害から生活を守るための取組への1/3助成 

○広域的地域運営組織づくり支援事業（地方機関執行、1件） 

 広域的な地域単位の運営組織の設置、取組への1/2助成 

○地域活性化支援事業（地方機関執行、4件） 

 伝統文化、まちむら交流等への1/3助成 
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事  業  名 概 要                           

 

○政策項目 

 Ⅲ 暮らしに安心 

 「支え愛」まちづくり

の展開 

改革と絆で元気に 

暮らしを支える小さ

な拠点づくりや地域

の実情に応じた生活

交通モデル構築 

○地域資源活用型コミュニティビジネス支援事業（地方機関執行、5件） 

 地域資源を活用して住民が実施するビジネス開始への1/3助成 

 ○地域コミュニティスタートアップ事業（地方機関執行、6件） 

  地域コミュニティの活性化のために開始する新たな取組へ定額（上限10万円）助成 

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

特になし 

 

ウ 成 果 

  中山間地域におけるコミュニティビジネスなど住民主体の新たな取組みが増加しており、今

後、他地域においても波及が見込まれる。 

 

エ 課 題 

 ・新たな事業に取組むグループ・団体の掘り起こし 

鳥取県移住定住推進

交付金 

 

決算額 

  47,476千円 

 

（財源内訳） 

 一般財源 

  23,072千円 

 国庫補助金 

  24,404千円 

 

 

○将来ビジョン 

― 

 

○政策項目 

 ― 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

市町村が取り組む移住定住推進に係る事業を支援することで、本県への移住定住

の促進を図る。 

（イ）事業の実施状況（地方機関執行） 

  市町村が取り組む移住定住推進に係る事業を移住定住推進交付金により支援した

（市町村負担額の1/2助成）。 

（１）専任相談員の設置（8市町、7,378千円） 

（２）お試し住宅の整備（０市町） 

（３）移住定住者・二地域居住者への住宅支援（12市町、14,542千円） 

（４）移住定住促進のための市町村等による空き家活用（4町、18,777千円） 

（５）空き家活用のための家財道具処分支援（5市町、1,430千円） 

（６）空き家改修費等の概算見積もり支援（3町、95千円） 

（７）民間団体との協働による移住定住の一元的な推進（3市町、2,844千円） 

（８）移住者受入地域組織・団体創出事業（1町、2,410千円：６月補正） 

 （計17市町、47,476千円）（６月補正後） 
 

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

平成２０年度から市町村の取組への支援を継続して行っており、移住定住推進に

取り組む市町村が増加している。平成２７年度は、移住者を温かく受入れる地域の

取り組みが移住定住推進に大きな役割を果たすことから、移住者地域組織や団体の

育成に対する支援を行った。（６月補正による拡充） 
 

ウ 成果 

市町村の取り組む移住定住施策への支援により、相談体制やお試し住宅の整備な

どの移住者に身近な市町村の体制強化に加えて地域組織や団体の育成を行うことで

、移住者の着実な増加に寄与した。 

※ 平成２７年度から３１年度の５年間での移住者受入れ目標６，０００人に対

し、平成２７年度には前年度の１，２４６人を７０６人（５７％）上回る１，

９５２人の受け入れを達成した。 
 

エ 課題 

全国で本格的な地方創生の取組が始まる中で、県と市町村の役割分担や国の支援

充実の実情を踏まえ、移住者の受入れに非常に重要な役割を果たす市町村の一層の

体制強化に向けて、県としての必要な支援を引き続き行っていく必要がある。 
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事  業  名 概 要                           

県外学生Ｕターン情

報発信強化事業 

 

決算額 

  2,787千円 

 

（財源内訳） 

  一般財源 

  2,787千円 

 

 

○将来ビジョン 

Ⅱ つなげる 

（３）定住人口の減少を

食い止め、新しい住民が

増加～「鳥取来楽暮（と

っとりこらぼ）」 

 

○政策項目 

 まちを元気に 

４年間でＩＪＵタ

ーン４千人達成プ

ロジェクト 

 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

進学を機に多くの若者の県外転出が県内人口の転出超過の大きな要因となってい

る現状などを踏まえ、県外大学等に進学した県内出身の学生に対してＵターンのき

っかけとなる情報の発信を強化し、移住定住の促進を図る。 

（イ）事業の実施状況 

（公財）ふるさと鳥取県定住機構が有しているインターネット上のソーシャル・

ネットワーキング・サービス、メールマガジン等の媒体を活用して、学生等が必要

とする鳥取県内での就職やライフスタイルなどに関する情報（とっとり若者Ｕター

ン情報誌「ターン」）を発信した。（発信回数４回） 

 

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

県外大学等に進学した県内出身の学生に対してＵターンのきっかけとなる情報の

発信を強化し、移住定住の促進の取組を図った。 

 

ウ 成果 

県外大学等に進学した県内出身の学生に対して、魅力ある県内企業の状況やゆっ

たりとした時間や空間の中で豊かなライフスタイルの様子など、実際に県内企業に

就職した若手職員の生の声を通して、Ｕターンのきっかけとなる情報の発信強化を

図り、移住者の着実な増加に寄与した。 

 

エ 課題 

Ｕターンの対象となる若者に対して効果的な情報発信を行うため、学生が求める

情報を踏まえたコンテンツの魅力向上・充実を図るとともに、教育機関や関係課と

連携して発信するＵターン対象者の開拓及びネットワーク化を行っていく必要があ

る。 

移住定住情報発信強

化事業 

【現年】 

決算額 

9,130千円 

（財源内訳） 

 国庫補助金 

9,130千円 

 

【明許】 

決算額 

19,476千円 

（財源内訳） 

 一般財源 

  62千円 

国庫補助金 

19,414千円 

 

 

 

 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

人口減少の影響を緩和し、地域の社会を維持していくためには、特に２０～３０

代の若い世代の移住に力を入れていくことが必要不可欠となっている。このため、

鳥取県に目を向けていない県外在住の若い世代を対象に、とっとり暮らしに関する

情報発信を強化し、まずは鳥取ファンになっていただき、将来の移住定住につなげ

ていく。 

（イ）事業の実施状況 

１ 起業をテーマとした情報発信（対象者：地方での生業おこしや地域づくりに関

心のある首都圏の若者など） 

（１）若者人材の誘致 

○本県の地域課題を解決するためのユニークな取組や人材を紹介するセミナーを

首都圏で連続開催するとともに、本県での実践者のもとへの体験実習をパッケ

ージで行った。 

○セミナーや体験実習で取り上げた内容等を雑誌・電子広報に掲載し、本県での

取組や人材を情報発信した。 

２ 子育てをテーマとした情報発信（対象者：都市部の子育て世帯など） 

（１）子育て・教育環境等の発信 

○雑誌等に本県の子育て・教育環境に関するＰＲ記事を掲載し、ＰＲした。 

（２）親子連れに訴求するイベントの開催 

○子育て世帯を中心とした方々に、とっとり暮らしの日常を紹介し、鳥取県で暮

らすきっかけづくりとなる親子で楽しめるイベント（鳥の劇場）を首都圏で開

催した。 
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事  業  名 概 要                           

○将来ビジョン 

Ⅱ つなげる 

（３）定住人口の減少を

食い止め、新しい住民が

増加～「鳥取来楽暮（と

っとりこらぼ）」 

 

○政策項目 

 まちを元気に 

４年間でＩＪＵタ

ーン４千人達成プ

ロジェクト 

３ 地方暮らし全般をテーマとした情報発信（対象者：地方暮らしに興味のある都

市部の若者など） 

（１）「いいね！鳥取」動画の制作・ｗｅｂ発信 

○移住実践者、移住者の受入団体に出演していただき、とっとり暮らしの魅力等

をＰＲするための動画を制作し、ＳＮＳ等を活用した情報発信を行った。 

（２）岡山県と連携した情報発信 

○岡山県と連携して、次の取組を実施した。 

・県境をまたいで隣接した市町村の協力を得て、両県の魅力ある生活・子育て 

環境等を体験する地方暮らし魅力発見ツアー 

・共同アンテナショップにおいて、両県の移住希望者を対象に、移住実践者を 

交えた移住相談会・セミナー 

４ 首都圏情報発信拠点における鳥取県の強みを活かした情報発信 

  移住・交流情報ガーデンの設置（H27.3）やふるさと回帰支援センターの増床（

H27.4）など、首都圏における移住定住情報の発信環境の整備に伴い、移住イベン

ト等を開催した。 

 

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

平成２７年８月には「来んさいな 住んでみないや とっとり」県民会議を立ち上

げ、産学官金労言が一体となって移住定住促進に取り組む体制を整備し、９月には

東京で県民会議による鳥取の暮らしをＰＲするイベントを開催した。 

 

ウ 成果 

地方で新しい働き方にチャレンジしたいと思っている人材や子育て世帯等の若者

の移住につながる取組を進めた結果、移住者の着実な増加に寄与した。 

 

エ 課題 

長期的に持続可能な地域社会を維持し活性化するために、将来の地域社会の担い手

となる若者の定住を通じた人口バランスの確保が急務である。このため、大都市の若

い層に対し、地方での起業や子育て環境等を重点テーマに、民間の資源等も活用した

情報発信を一層強化する必要がある。 

移住定住推進基盤運

営事業 

 

決算額 

 (73,321千円) 

73,321千円 

 

（財源内訳） 

  一般財源 

(493千円) 

493千円 

  国庫補助金 

(72,828千円) 

72,828千円 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

鳥取県へのＩＪＵターンを希望される方の視点に立ち、ＩＪＵターンに関する住

宅・就職等の相談や情報発信を総合的かつ一元的に実施するとともに、受入体制の

整備を進め、本県を移住定住先として選んでいただくためのきめ細かなサービス提

供に努めることで、本県への移住定住の促進を図る。 

（イ）事業の実施状況 

次の事業を実施し、相談体制の充実を図った。 

１ 鳥取県移住定住サポートセンターによる一元的な相談体制 

（公財）ふるさと鳥取県定住機構へ委託して、本県へのIJUターンに関する情

報発信や、本県へのIJUターンを検討・希望される方に対するきめ細やかな相談

対応をNPO等とも連携し総合的かつ一元的に行った。 

・市町村合同相談会の開催（大阪２回、東京２回） 

・田舎暮らしコーディネーター（相談員）による移住相談（鳥取、大阪、東京） 

・移住セミナーの開催 

セミナー（東京８回、大阪１０回）、平日ナイター相談会（東京２回、大阪 

６回）等 

・移住体験ツアーの実施（東京発１回） 
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事  業  名 概 要                           

○将来ビジョン 

Ⅱ つなげる 

（３）定住人口の減少を

食い止め、新しい住民が

増加～「鳥取来楽暮（と

っとりこらぼ）」 

 

○政策項目 

 まちを元気に 

４年間でＩＪＵタ

ーン４千人達成プ

ロジェクト 

 

・オーダーメイド型体験ツアーの実施に伴う来県交通費助成（東京４回、大阪 

１回） 

・ふるさと回帰支援センターと連携した情報発信（大阪、東京） 

・民間活動推進事業費補助金事業の運営（７件） 

２ とっとり暮らしアドバイザーによる移住希望者への情報発信 

移住実践者をアドバイザーに委嘱し、県外での移住セミナーなどで移住希望

者からの相談に対応していただくことなどにより、移住希望者により近い目線

で鳥取県の魅力などについて情報発信を行った。 

３ とっとり暮らし住宅相談員の配置による住まいの相談体制 

（公社）鳥取県宅地建物取引業協会に委託して住宅相談員を東・中・西部、

各支部に１名ずつ配置し、空き家の掘り起こしや利活用の提案、移住希望者か

らの住まいの相談対応を行った。（相談件数２２１件） 

※中部・西部の住宅相談員（各１名）は、緊急雇用創出事業により配置。 
 

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

移住定住サポートセンターの相談体制の強化を図り（相談員６→８名）、セミナ

ーの回数を増やすとともに「子育て・教育」「農林水産業」など毎回テーマを設定

することで、相談者のニーズに応じた情報提供を行った。また、東部に加え、平成

２７年度から中・西部にも住宅相談員を配置することにより、全県的に移住希望者

への住まいに係る相談体制の強化を図った。 
 
ウ 成果 

各種相談体制の強化を図り、きめ細かなサービス提供に努めたことにより、移住

者の着実な増加に寄与した。 
 
エ 課題 

全国で本格的な地方創生の取組が始まるなかで、本県ならではの環境を活かして

移住拡大を図るため、移住やＵターンを検討する方や、ライフステージに応じた移

住希望者一人一人のニーズに対応できる相談体制を充実する。 

アクティブシニア移

住(ＣＣＲＣ)推進事

業 
 
決算額 

  9,492千円 
 
（財源内訳） 

 国庫補助金 

  9,492千円 
 

○将来ビジョン 

Ⅱつなげる 

（３）定住人口の減少を

食い止め、新しい住民が

増加～「鳥取来楽暮（と

っとりこらぼ）」 
 

○政策項目 

 まちを元気に 

 鳥取県版ＣＣＲＣ「

いきいき長寿の里」づ

くり 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

都市圏に住むアクティブシニアを移住者として受入れ、地域の仕事や社会活動、

生涯学習などの活動に積極的に参加し、多世代と交流しながら継続的なケア体制を

確保することで、移住・交流を一層促進し、地域の活性化を図る。 

（イ）事業の実施状況 

湯梨浜町及び南部町において、生涯活躍のまち（ＣＣＲＣ）のモデルプランを策

定するための検討会を設置し、検討会及びワーキングによる検討を行い、モデルプ

ランを策定した。 

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

新たに県、町、医療・介護関係機関、金融機関らの参加による検討会を設置し、

関係機関の意見も聞き検討を行った。 

ウ 成果 

両町におけるモデルプランを策定し、平成２８年４月に公表した。検討を行うこ

とにより、両町の資源や必要な人材、今後の方向性等について整理された。 

エ 課題 

平成２８年度から両町において生涯活躍のまちづくりの基本計画の策定等を行い

受入れ体制の整備を進めるとともに、首都圏等からの移住希望者の呼び込みの取組

を進める。 
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

（自治振興費）

若者定住等による集落活性
化総合対策事業

55,463,000 33,806,216 0 21,656,784 主な事業に関する調べに記載

みんなで支え合う中山間地
域づくり総合支援事業

31,523,000 9,531,200 0 21,991,800 主な事業に関する調べに記載

中山間地域活力創出若者活
動支援事業

2,604,000 1,656,610 0 947,390

・県内外学生による、県内中山間集落で
　の地域活性化の取組に対して補助し
　た。（計3件）
・県内外学生などを対象に、県内外の学
　生活動の先進事例を学ぶ学生フォーラ
　ムを開催した。（平成28年3月20日開
　催）

中山間集落見守り活動支援
事業

668,000 568,000 0 100,000 主な事業に関する調べに記載

中山間地域づくりサポート
体制構築事業

3,169,000 2,430,014 0 738,986

・地域のリーダーとして期待される方や
　市町村職員などを対象に、中山間地域
　の暮らしを支える取組や先進事例を学
　ぶセミナーを開催した。（10月13日、
　鳥取市鹿野町、約140名参加）
・地域おこし協力隊及び市町村職員を対
　象に研修会を開催した。（12月24日、
　倉吉市、約80名参加）
・とっとり集落シート普及啓発を行うと
　ともに活用マニュアルを発行した。

中山間地域振興費 4,947,000 4,946,700 0 300
中山間地域に係る施策の調査・検討や国や
各県、財団等との連絡調整を行った。

まちなか暮らし総合支援事
業

13,500,000 9,454,000 0 4,046,000

・地域住民が安心して元気に暮らせると
　ともに、若者・子育て世帯等にとって
　魅力ある「まちなか」を目指し、２７
　年度は空き店舗をゲストハウスに改修
　する取組等、５事業に対して支援を実
　施した。

移住定住受入体制整備事業
（鳥取県移住定住推進交付
金）

83,150,000 45,066,000 0 38,084,000 主な事業に関する調べに記載

移住定住受入体制整備事業
（非常勤職員）

2,469,000 2,322,631 0 146,369
・移住定住推進業務に係る非常勤職員を
　配置した。

中山間地域買い物福祉サー
ビス支援事業

10,850,000 7,271,000 0 3,579,000

・買い物支援に見守りサービスを合わせ
　ることにより、中山間地域で生活する
　高齢者等を支援する。
・日野町・江府町の２町で事業を実施し
　た。

高校と連携した中山間地域
の活性化事業

2,000,000 874,948 0 1,125,052
中山間地域振興と連携した県立高校の生徒
の意見や発案に係るモデル的な取組を支援
した。（１件）

移住定住情報発信強化事業 10,214,000 9,130,337 0 1,083,663 主な事業に関する調べに記載

移住定住受入体制づくり支
援事業

4,450,000 2,525,468 0 1,924,532

・地域が必要とする人材を移住者として
　呼び込むための取組を行う地域団体を
　支援する市町村に対して、移住定住推
　進交付金により支援を行った。（八頭
　町１件）
・地域おこし協力隊員が任期満了後（通
　常３年間限度）に地域に根ざした起業
　をおこすことを目的に、自主的に起業
　塾を開催するといった自立に向けた取
　組に対して、支援を行った。（琴浦町
　地域おこし協力隊の取組　１件）

アクティブシニア移住（Ｃ
ＣＲＣ）推進事業

9,492,000 9,492,000 0 0 主な事業に関する調べに記載
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(単位：円)

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

とっとり式生活支援システ
ム構築事業

2,000,000 0 2,000,000 0

・中山間集落の暮らしを確保するため、
　民間団体と連携しながら生活支援シス
　テム構築のモデル的な取組を支援す
　る。
・モデル的な取組を進める江府町・岩美
　町において、小さな拠点振興推進協議
　会の立ち上げ・計画検討を支援した。

小さな拠点モデル促進支援
事業

68,000 0 0 68,000
市町村と連携しながら各地域での話し合い
の実施を促し、「小さな拠点」の候補地点
のリストアップを行った。

国道２９号日本風景街道推
進事業

1,600,000 1,550,000 0 50,000

国道２９号沿線の市町、商工・観光団体、
兵庫・鳥取両県などが連携して行う、「日
本風景街道」への登録・推進に向けた取り
組みを支援した。（沿線マップの作成、
フォトイベント開催等）

１２県合同「いいね！地方
暮らしフェア」開催事業

5,809,000 5,809,000 0 0
約３千人が来場する中、首都圏在住の若い
世代に向けて、１２県の知事が地方の暮ら
しの魅力を発信した。

県外学生Ｕターン情報発信
強化事業

3,500,000 2,787,145 0 712,855 主な事業に関する調べに記載

とっとり移住大作戦事業
（緊急経済対策）

44,891,000 0 44,891,000 0 （全額を翌年度に繰越）

移住定住情報発信強化事業
（緊急経済対策）

17,023,000 0 17,023,000 0 （全額を翌年度に繰越）

他県連携による移住定住促
進情報発信事業
（緊急経済対策）

6,812,000 0 6,812,000 0 （全額を翌年度に繰越）

（20,000,000） （19,476,442） （0） （523,558）
20,000,000 19,476,442 0 523,558

（76,403,000） （73,321,055） （0） （3,081,945）
76,403,000 73,321,055 0 3,081,945

（3,937,000） （3,936,168） （0） （832）
3,937,000 3,936,168 0 832

目　　　　計 416,542,000 245,954,934 70,726,000 99,861,066

合　　　　計 416,542,000 245,954,934 70,726,000 99,861,066

主な事業に関する調べに記載

主な事業に関する調べに記載

地域と協力隊との間の連携を深めるための
コーディネート、活動に役立つ情報の提供
などをＮＰＯ法人に委託して実施

（明許）
地域おこし協力隊サポート
事業
（緊急経済対策）

（明許）
移住定住推進基盤運営事業
（緊急経済対策）

（明許）
移住定住情報発信強化事業
（緊急経済対策）
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　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

自治振興費 45,000
単
県

平成２７年度全
国山村振興連
盟賛助会員会
費

全国山村
振興連盟

定額 45,000
全国山村振
興連盟規約

文書ＩＤ15-
00063387

自治振興費 4,000,000
国
庫

「いいね！地方
の暮らしフェア」
負担金

日本創生
のための将
来世代応
援知事同
盟

定額
1,200,000
2,800,000

同盟規約
文書ＩＤ15-
00143453

自治振興費 600,000
単
県

国道２９号日本
風景街道推進
事業費負担金

－ － 600,000 －
東部振興
課へ配当
替え

新規以外のもの 1,627,200

本庁執行分計 6,272,200

出納機関執行分計 0

目　計 6,272,200

合　計 6,272,200

　予算科目（自治振興費）
  ①　国　補　分

125,468 － － H28.4.22

精算 H28.5.13 115,468

(補助率：10/10  ） H28.1.26 H28.3.12 －

115,468

H28.2.8 H28.3.28 －

本庁執行分計 115,468

出納機関執行分計

国　　補   分   計 115,468

H28.2.8
H28.4.5

－

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

検  　  査
年 月 日

（単位：円）

備　 考

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

完了年月日

審査・現地
調査年月日

支出年月日

概算
払精
算払
の別

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

  （２）補助金

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

支出年月日

補助対象経費

補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交　付　先
間
 

接
 事 業 の 内 容

 実施計画承認
又は内示年月日

補　助　金　等
の　　名　　称

交付申請
年 月 日

地域おこし協力隊自
主起業塾開催支援補
助金
（平成２７年度） ジビエ料理講

習会運営委員
会

任期満了後も県内地
域で起業を志す地域
おこし協力隊員の自
主起業塾の開催を支
援

文書ＩＤ16-
00006566

H27.5.19

 着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

金　　　　　額
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  ②　単　県　分

H26.10.30 － H28.5.13 H28.5.19 29,397,000
外7 外7 外7

73,189,151

H27.4.3 － H28.4.19
（H25年度） 外7 外4

(補助率： 2/3 ）

29,397,000 H27.4.24 H28.3.31 －
外7 外７

H26.10.30 － H28.2.9 H28.3.29 3,815,000
外1 外1

12,473,778

H27.9.16 － －
（H25年度） 外1

H27.10.2 H28.1.27 －
3,815,000 外1 外1

とっとり暮らし支援課執行分計 33,212,000

東部振興課執行分計 13,133,948

出納機関執行分計 15,559,346

単　　県   分   計 61,905,294

　（３）交付金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

支出金額が１０万
円未満のもの
本庁執行（とっとり暮らし） 0

本庁執行（東部振興課） 18,224,000 配当替

出納機関執行分計 29,252,000 中部・西部・日野

目　計 47,476,000

合　計 47,476,000

支出年月日

１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

金　　　　　額

全
部

(補助率： 2/3を上
限とした額から県
補助率を差し引い
た率 ）

文書ＩＤ15-
00164157

（単位：円）

精算
払

精算
払

移住者を受け入れた
集落が行う事業に対
する補助率の嵩上げ

若者定住等による集
落活性化総合対策事
業費補助金（地域維
持・活性化支援）

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

江府町　2件

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

完了年月日

補 助 率 及 び
補　助　金　額

　（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）　　　　　　　　　　　該当なし

表の補足説明
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

間
 

接

補助対象経費

審査・現地
調査年月日

 交付決定
年 月 日

支出年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先

 事 業 の 内 容

備　 考

文書ＩＤ16-
00018513

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日

交付申請
年 月 日

若者定住等による集
落活性化総合対策事
業費補助金（移住者
直接支援） 倉吉市  2件

八頭町　1件
智頭町　2件
江府町　3件

全
部

小規模高齢化集落へ
の移住者に対する支
援

実績報告
年  月  日
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係
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０
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ー
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1
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8
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治
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国
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0
0
,0

0
0

2
,0

4
0
,0

0
0

2
,7

0
0
,0

0
0

5
2
0
,0

0
0

5
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0
,0

0
0

△
1
3
4
,1
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2
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-
0
0
1
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4
0
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5
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ロ
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ー
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国
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進
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営
業
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7
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2
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0
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書
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1
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0
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0
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な
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ポ
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タ
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7
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0
,0

0
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1
5
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0
0
0
5
3
8
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8
3
9
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許

文
書

ID
1
5
-
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0
1
3
2
2
9
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治

振
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費
国

庫
木

育
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場
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置
等
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務
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非

)賀
露

お
や

じ
の

会
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H
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8
.2
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9
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0
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1
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0
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－
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１８ 工事請負費調べ … 該当なし 

 

１８－２ 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） … 該当なし 

 

１９ 財産に関する調べ 
（１）公有財産 

ア～ケ … 該当なし 

 

コ 出資による権利                         (平成２８年３月３１日現在） 

 
区 分 

前年度末 
（数量、金額） 

本 年 度 中 本年度末 
（数量、金額） 法 人 名 備  考 

 

増 減 

出捐金 5,000,000 － － 5,000,000 (財)地域活性化センター  

合 計 5,000,000 － － 5,000,000   

 
（２）金券類の受払状況 

ア 金券の受払状況                                   （平成２８年３月３１日現在） 

種     別 

 

前年度末 

 

本 年 度 中 本年度末 

 

備  考 

 購 入 額 使 用 額 

郵便切手及び郵便はがき   748円  3,280円 4,018円 10円  

合  計 748円  3,280円 4,018円 10円  

 

イ タクシーチケットの受払状況                                        （平成２８年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 

 

本  年  度  中 本年度末未使用枚数 

 購 入 枚 数       使用枚数及び金額 

                  17   枚                       0 枚 

 

                    16  枚                      1 枚 

                 19,720  円 

 
（３）基金～（４）債権 … 該当なし 
 

２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ … 該当なし 
 

２１ 借受不動産明細調べ … 該当なし 
 
２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ … 該当なし 
 
２３ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ … 該当なし 
 

２４ 寄附物件の受納状況調べ … 該当なし 

 

２５ 備品の処分状況調べ … 該当なし 
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２６ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 

  （１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ                                                                                   

                                   （平成２８年３月３１日現在） 

現金、有価 

証券又は物

品名 

 

数量 

 

  

金  額 

 

亡失、損傷 

年月日、時 

 

 

同左場所 

 

 

同左概要 

 

報 告 

年月日 

会 計 局

の 審 査

結果 

モバイルパ

ソコン 

(情報政策課

貸出分) 

1 

 

32,890円 

  

H27.7.11 

20時頃 

東京交通

会館 

使用後、ＰＣをカバンに収

納して移動し、宿舎にて再

度使用しようとしたところ

損傷に気が付いたもの。 

（ディスプレイとキーボー

ドを繋ぐヒンジ部の損傷） 

H27.8.26 

 

賠 償 責

任なし 

合  計  32,890円      

 

  （２）物品の照合  

照合年月日 現物確認できなかった物品 現物が確認できなかった物品名 個  数 

28年3月31日 ・有    ・無 － － 

 

 

２７ 貸付金等状況調べ … 該当なし 

 

○ 意見、要望等 

（１）業務に関する意見・要望等 … 特になし 

（２）監査委員事務局に対する要望等 … 特になし 
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